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太
陽
光
に
ま
た
も

風
評
被
害
が

「
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
で
火
災

が
起
き
る
」。
出
力
制
御
の
取
り
上

げ
方
と
同
じ
様
に
、
ま
た
し
て
も
表

面
の
み
を
掬
っ
た
情
報
が
独
り
歩
き

し
、
消
費
者
に
マ
イ
ナ
ス
イ
メ
ー
ジ

が
蔓
延
し
て
い
る
。
既
に「
訪
問
販

売
時
に
火
災
事
故
が
起
こ
る
よ
う
な

も
の
は
要
ら
な
い
と
門
前
払
い
さ
れ

た
」や「
成
約
前
の
案
件
が
ペ
ン
デ
ィ

ン
グ
と
な
っ
て
い
る
」、「
設
置
を
目

前
に
キ
ャ
ン
セ
ル
さ
れ
た
」と
い
っ

た
声
が
聞
こ
え
て
き
た
。
事
の
発
端

は
消
費
者
安
全
調
査
委
員
会
が
1
月

28
日
に
発
表
し
た
太
陽
光
シ
ス
テ
ム

の
火
災
事
故
に
関
す
る
調
査
報
告
書
。

08
年
3
月
か
ら
17
年
11
月
ま
で
の
約

9
年
間
で
、
火
災
事
故
と
し
て
消
費

者
庁
の
登
録
を
受
け
た
1
2
7
件
と

し
、
こ
の
う
ち
7
件
は
パ
ネ
ル
ま
た

は
ケ
ー
ブ
ル
の
発
火
等
か
ら
野
地
板

へ
の
延
焼
に
ま
で
繋
が
っ
た
と
す
る
。

し
か
し
振
り
返
っ
て
見
て
ほ
し
い
。

我
が
国
の
太
陽
光
シ
ス
テ
ム
の
累

積
設
置
数
は
、
18
年
10
月
時
点
で

約
2
3
7
万
件
に
も
な
る
。
先
の

数
字
を
引
用
す
る
な
ら
ば
、
火
災

事
故
発
生
率
は
0・
0
0
5
%
、
野

地
板
へ
の
延
焼
に
発
展
し
た
事
故

は
僅
か
0・
0
0
0
3
%
に
留
ま
る
。

当
然
の
こ
と
な
が
ら
電
気
設
備
で

あ
る
た
め
家
電
や
そ
の
他
の
設
備・

機
器
同
様
に
劣
化・
破
損
等
に
よ
る

火
災
リ
ス
ク
は
あ
る
。
こ
う
い
っ

た
リ
ス
ク
は
最
大
限
排
除
す
べ
き

で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
な
い
が
、

発
生
率
の
数
値
を
み
れ
ば
、
太
陽

光
シ
ス
テ
ム
自
体
の
火
災
リ
ス
ク

は
極
め
て
低
く
、
単
純
に
太
陽
光

＝
燃
え
る
イ
メ
ー
ジ
が
先
行
す
る

の
は
い
か
が
な
も
の
か
と
い
え

る
。
ま
た
同
報
告
書
の
公
開
を
受
け
、

発
表
し
た
各
社
の
リ
リ
ー
ス
を
見

て
も
わ
か
る
様
に
、
そ
も
そ
も
延

焼
す
る
可
能
性
の
あ
る
設
置
形
態

で
は
な
い
こ
と
や
、
既
に
対
策
済

み
、
メ
ン
テ・
交
換
対
応
中
で
あ
る

な
ど
リ
ス
ク
低
減
に
向
け
動
い
て

い
る（
左
頁
表
）。
全
国
地
方
自
治

体
で
も
注
意
喚
起
を
行
っ
て
お
り
、

こ
の
ほ
か
、
会
見
を
開
い
た
太
陽

光
発
電
協
会
の
増
川
武
昭
事
務
局

長
は「
火
災
事
故
の
発
生
を
真
摯
に

受
け
止
め
再
発
防
止
に
取
り
組
ん

で
い
く
」と
し
、
住
団
連
や
木
住
協

で
も
情
報
提
供
等
の
協
力
に
対
応

し
て
い
く
な
ど
業
界
を
挙
げ
た
改

善
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

住宅太陽光発電システムの
火災事故調査

屋根延焼事例は過去9年で7件、
累計237万件のうち0.0003％

今回の調査で
野地板への延焼が

確認された設置形態

■野地板に延焼し、再発防止が求められている事故事例の概要（全て『鋼板等なし型』の７件）

※1 端子ボックス含む　※2 「○」は消防又はNITEいずれかの機関が出火原因としてパネル又はケーブルの施工不良であると推定している事例を示す。
　　　　　　　　　　　　「―」は両機関が施工不良に言及していない、または施工不良の可能性は不明としている事例を示す。

事例
件数 発生日 発生

場所 メーカー 使用 
年数

調査
機関

推定発火箇所
施工不良 

（推定原因） 
※2

推定された
出火原因

再発防止に向けた
メーカー対応モジュール 

※1

ケーブル
出力 

ケーブル
アレイ

ケーブル

事例1 2011年
9月 千葉県 シャープ 約7.5年

消防 ○ ○

ー

コネクタ部位を含む配線が、何らかの要因に
より接触不良を起こしたため発熱、時間経過
と共に発炎。屋根材が当該製品のモジュー
ルからのふく射熱による低温発火など。

03年2月～05年6月までに製
造した製品に該当し、無料点
検・交換の対応を行っている。

NITE ○ ○

メーカー ○ ○

事例2 2014年
8月 神奈川県 京セラ 約1年

消防 ○ ○

○ 施工時のケーブル挟み込みが複数あり、ケーブ
ルの被覆が損傷し、漏電による火災に至った。

製品起因ではないが、施工の
際にケーブルが損傷しにくいよ
うに設計変更を実施するととも
に、施工業者に対しても文書・
教育による注意喚起を行うなど
の対応を行っている。

NITE ○

メーカー ○

事例3 2014年
8月 東京都 シャープ 約10年

消防 ○
○ 施工時のケーブル挟み込みが複数箇所で発

生し、これに起因する発熱で火災に至った。

03年2月～05年6月までに製造
した製品に該当し、無料点検・
交換の対応を行っている。

NITE ○
メーカー ○

事例4 2016年
3月 広島県 シャープ 約14年

消防 ○

ー

太陽電池セル接続時のはんだ接合の不具合に
より、導電性異物の混入や水分の浸入が起因
したと推定されるが、回収された部品より異物
が確認できず、原因特定には至らなかった。

03年2月より以前の製品。
Webモニタリングサービス等を
行っている。

NITE ○

メーカー ○

事例5 2016年
4月 神奈川県 シャープ 約10年

消防 ○

ー

特定のモジュールに陰が被さったことで、当
該部分が発熱するホットスポットが発生したこと
が起因し出火。端子ボックス内のバイパスダ
イオードが異常発熱したなど。

05年7月～06年1月までに製
造した製品に該当し、無料点
検を行っている。

NITE ○

メーカー ○

事例6 2016年
8月 福岡県 シャープ 約11年

消防 ○ ○
ー

出力ケーブル接続部の接触不良、端子ボック
ス周辺のインターコネクタの異常により出火し
た可能性が考えられる。

03年2月～05年6月までに製
造した製品に該当し、無料点
検・交換の対応を行っている。

NITE ○ ○
メーカー ○ ○

事例7 2017年
10月 愛知県 シャープ 約5年

消防 ○

ー 配線の接続端子部で接触不良が生じて異常
発熱し、出火したものと考えられる。

06年1月以降の製品であるが、
今後『鋼板等なし型』にしない、
施工事故の起こりにくいケーブ
ルにするなど対応していく。

NITE ○

メーカー ○

■主な太陽光パネルメーカーのコメントと対策方針
調査結果が公開されて以降、多くのメーカーが「『鋼板等なし型』をラインナップしていない」旨の内容をリリースし、事態の沈静化を図っている。 （各社リリース等より作成）

○：現在も販売中　△：過去に販売していたが、現在は販売していない　なし：ラインナップしたことがない（販売したことがない）

企業名 『鋼板等なし型』の
有無 各社コメントと主な対策方針

シャープ ○ 本誌ヒアリングに対し、報告書内のＡ社は自社と明言。今回、各メーカーが見解を示す中「発火したと思われる機種に対して
は昨年9月時点で既に対応について告知し、対象機種に対して無料点検とパネル交換を継続している」（広報部）とする。

パナソニック なし
（旧三洋電機は△）

09年以前に松下電工、パナソニック電工及び三洋電機が販売した製品の一部に「鋼板等なし型」があるが、品質や安全上の問題
はないと考えているとする。「鋼板等なし型」については、今後、行政諸機関のガイドラインに従い、同社HPにてお知らせ。

三菱電機 △
出荷期間1999年度～2009年度の屋根材型太陽電池モジュール『PV-MY075形』、『PV-MY075A形』、『PV-MY068A
形』が該当。2010年度以降に製造・販売した住宅用太陽光発電システムは『鋼板等なし型』には該当せず、また事故事例は
ないとする。経済産業省からの対策指導をもって、同社HPより対応告知等を進める。

カネカ なし
『鋼板等付帯型』について、ケーブルの発火に対する対策を講じることが示されているが、同社製品は既に対策済みとする。
モジュールの下にケーブルを配線するスペースを設けて、ケーブルの挟み込みを防ぐ構造とし、ケーブルの発火に対する対策
を行っており、モジュールにはロック機能付きコネクタを採用し対策済みとする。

京セラ ○ モジュール起因での火災発生事例はなく、またケーブルやコネクタに起因した火災においても製品起因の火災ではないとする。
過去事例においては、類似の事故が発生しないよう対策し、安全を確保しているとする。

ソーラーフロンティア なし 本調査報告におけるモジュール又はケーブルから発生した火災事故事例の対象外とする。
長州産業 なし 屋根置き型に分類されるため、調査報告書に記載されている様な野地板への延焼・火災が発生することはないとする。

東芝エネルギーシステムズ ○ 『屋根置き型』『鋼板等なし型』ともに製品起因による火災の事例はないとする。対応は、関係省庁・各業界団体から出される⽅針に基づき進める。
カナディアン・ソーラー・ジャパン なし 製品起因による火災事故の報告はないとする。

ハンファQセルズジャパン なし 全て再発防止策の対象外であり、今後も安心して使用できるとする。
サンテックパワージャパン ○ 前身であるMSK社を含め、これまで25年以上の設置実績があるが、現在に至るまで火災事故等の事例はないとする。

太陽光システムの火災に関わる設置形態として、
『屋根置き型』、『鋼板等敷設型』、『鋼板等付
帯型』、『鋼板等なし型』の4つに分類。今回の
調査で野地板への延焼に繋がった7件は、いずれ
も『鋼板等なし型』であった。

正しい情報を伝えて！

上記以外の住宅用
太陽光発電システム設置形態

屋根置き型

架台

屋根材
（瓦、スレート、金属屋根等）

ケーブル モジュール

ルーフィング
（可燃物）

野地板
（可燃物）

や
水
分
の
侵
入
、
ケ
ー
ブ
ル
の
接
触

不
良
な
ど
ケ
ー
ス
毎
に
推
定
さ
れ

た
出
火
原
因
は
異
な
る
が
、
既
に

シ
ャ
ー
プ
は
18
年
9
月
に「
太
陽
電

池
セ
ル
と
イ
ン
タ
ー
コ
ネ
ク
タ
ー

（
セ
ル
間
の
結
線
部
品
）の
は
ん
だ
付

け
の
強
度
が
低
下
し
、
原
因
は
特
定

さ
れ
て
い
な
い
が
、
ま
れ
に
発
火
に

至
る
可
能
性
が
あ
る
」と
い
う
懸
念

に
基
づ
き
、
無
料
点
検
等
を
告
知
。

03
年
2
月
～
05
年
6
月
ま
で
に
製
造

し
た
瓦
型
パ
ネ
ル
を
使
用
し
て
い
る

ユ
ー
ザ
ー
7
4
5
件
に
対
し
無
料
点

検
と
交
換
対
応
を
、
05
年
7
月
～
06

年
1
月
ま
で
の
同
7
1
0
件
つ
い
て

無
料
点
検
を
実
施
し
て
い
る
。

今
回
の
調
査
は
、
あ
く
ま
で
原

因
究
明
と
再
発
防
止
の
た
め
で
あ

り「
事
故
の
責
任
を
問
う
た
め
に
行

う
も
の
で
は
な
い
」と
し
て
い
る
が
、

一
部
メ
デ
ィ
ア
に
よ
る
断
罪
的
な
表

現
や
偏
っ
た
情
報
は
消
費
者
並
び
に

業
界
へ
与
え
る
影
響
が
大
き
い
。
生

命
に
関
わ
る
事
柄
で
あ
り
、
決
し
て

軽
視
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
こ

れ
は
太
陽
光
シ
ス
テ
ム
に
限
っ
た
こ

と
で
は
な
い
。
偏
見
が
根
付
く
前
に
、

ま
さ
に
火
消
し
が
急
が
れ
る
。
発
火

プ
ロ
セ
ス
な
ど
詳
し
い
情
報
は
次
号

に
て
特
集
予
定
。

ルーフィング（可燃物）野地板（可燃物）

ケーブル モジュール

NO MORE 風評被害！！

  鋼板等なし型
裏面に鋼板がないモジュールをルーフィング上に
設置するタイプ

ケーブル モジュール

不燃材料
（鋼板等）

ルーフィング
（可燃物）

野地板
（可燃物）

鋼板等敷設型

ルーフィング
（可燃物）

野地板
（可燃物）

ケーブル モジュール不燃材料（鋼板等）

鋼板等付帯型

延
焼
7
件

京
セ
ラ
1
／
1
件
、

シ
ャ
ー
プ
1
／
6
件

計
２
件
は
施
工
不
良

報
告
書
に
よ
る
と
、
野
地
板
へ
の

延
焼
に
繋
が
っ
た
事
例
7
件
は
全

て『
鋼
板
等
な
し
型
』の
設
置
形
態
で

あ
っ
た
。
本
誌
独
自
調
査
で
、
こ
れ

ら
7
件
の
う
ち
シ
ャ
ー
プ
製
が
6
件
、

京
セ
ラ
製
が
1
件
で
あ
る
こ
と
が
わ

か
っ
た
。

た
だ
し
京
セ
ラ
唯
一
の
１
件
は
、

施
工
時
の
ケ
ー
ブ
ル
の
挟
み
込
み
が

原
因
で
あ
り
、
製
品
に
起
因
す
る
も

の
で
な
く
施
工
不
良
で
あ
る
と
し
た
。

さ
ら
に
同
社
は
再
発
防
止
対
策
と
し

て
、
施
工
の
際
に
ケ
ー
ブ
ル
が
損
傷

し
に
く
い
よ
う
に
設
計
変
更
を
実
施

す
る
と
と
も
に
、
施
工
業
者
に
対
し

て
も
文
書・
教
育
に
よ
る
注
意
喚
起

を
行
う
な
ど
の
対
応
を
行
っ
て
い
る
。

シ
ャ
ー
プ
の
事
例
で
も
６
件
中
1

件
は
、
同
様
の
施
工
不
良
が
原
因
と

推
定
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
他
の
事

例
で
は
、
パ
ネ
ル
内
へ
の
導
電
異
物

ZEH協
タイプライタ
資料２


